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平成２８年第９回

遠軽町議会定例会会議録（第３号）
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◎本日の会議に付議した事件

会議録署名議員の指名について

日程第２３ 請願第 １号 「現行の介護保険サービスの継続と介護従事者の処遇改善

（付託案件） を求める意見書」の提出を求める請願

（民生常任委員会閉会中審査、平成２８年第８回臨時会付託）

日程第２４ 意見案第１号 現行の介護保険サービスの継続と介護従事者の処遇改善を

求める意見書

日程第２５ 意見案第２号 国による子ども医療費無料制度の創設を求める意見書

日程第２６ 意見案第３号 国民健康保険療養費国庫負担金の調整（減額）廃止を求め

る意見書

日程第２７ 意見案第４号 「高額療養費」「後期高齢者の窓口負担」の見直しにあた

り、現行制度の継続を求める意見書

日程第２８ 意見案第５号 地方議会議員の厚生年金制度への加入を求める意見書

日程第２９ 意見案第６号 大雨災害に関する意見書

日程第３０ 意見案第７号 ＪＲ北海道への経営支援を求める意見書

日程第３１ 意見案第８号 「全国規模の総合的なアイヌ政策の根拠となる新たな法律」

の早期制定を求める意見書

日程第３２ 意見案第９号 地方一般財源総額の確保等の緊急的な対応を求める意見書

──────────────────────────────────
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午前１０時００分 開議

────────────────────────────────────

◎開議宣告

ただいまの出席議員は１５人であります。○議長（前田篤秀君）

また、杉本議長より遅れる旨の届け出があります。

定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。

────────────────────────────────────

◎会議録署名議員の指名について

本日の会議録署名議員には、会議規則第１２５条の規定により、○議長（前田篤秀君）

黒坂議員、松田議員を指名いたします。

────────────────────────────────────

◎日程追加の議決

お諮りします。○議長（前田篤秀君）

お手元に配付しました議事日程追加表のとおり、議案が提出されております。これを日

程に追加し、議題にしたいと思います。これに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

異議なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

したがって、議事日程追加表のとおり日程に追加し、議題とすることに決定しました。

────────────────────────────────────

◎日程第２３ 請願第１号

日程第２３ 請願第１号「現行の介護保険サービスの継続と介護○議長（前田篤秀君）

従事者の処遇改善を求める意見書」の提出を求める請願を議題とします。

平成２８年第８回臨時会において付託しました民生常任委員会から審査報告書が提出さ

れておりますので、委員長の報告を求めます。

阿部民生常任委員長。

－登壇－○１０番（阿部君枝君）

平成２８年第８回臨時会において民生常任委員会に付託されました「現行の介護保険

サービスの継続と介護従事者の処遇改善を求める意見書」の提出を求める請願について、

審査結果を報告いたします。

審査につきましては、介護保険制度の中で見直しされている事項についての検討におい

ては、住みなれた地域で高齢者が安心して暮らし、介護従事者が働き続けられるよう求め

る請願の趣旨につきまして、全会一致で採択すべきものと決定いたしました。

なお、本件の審査につきましては、１２月５日、６日に行いました。

以上、報告を終わります。

これより、委員長報告に対する質疑を行います。○議長（前田篤秀君）

（「なし」と呼ぶ者あり）
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質疑なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

これをもって、質疑を終わります。

これより、請願第１号「現行の介護保険サービスの継続と介護従事者の処遇改善を求め

る意見書」の提出を求める請願を採決いたします。

本案に対する委員長報告は、採択すべきものとするものです。

本案は、討論を省略して、委員長報告のとおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

異議なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

したがって、本案は、委員長報告のとおり採択することに決定しました。

────────────────────────────────────

◎日程第２４ 意見案第１号

日程第２４ 意見案第１号現行の介護保険サービスの継続と介護○議長（前田篤秀君）

従事者の処遇改善を求める意見書を議題とします。

提出者の説明を求めます。

岩澤議員。

－登壇－○９番（岩澤武征君）

私のほうから、現行の介護保険サービスの継続と介護従事者の処遇改善を求める意見書

について、概要を一部読み上げて提案をいたします。

現在、社会保障審議会介護保険部会においては、平成３０年度の介護保険制度見直しに

向け、軽度者に対する訪問介護の生活援助、福祉用具貸与及び住宅改修について、原則と

して自己負担、要介護２までの通所系サービス等を地域支援事業へ移行、利用料を２割負

担への引き上げ、２号被保険者の対象年齢の拡大などが議論されています。

その検討過程の意見では、軽度者に対するサービスを地域支援事業に移行することは検

証を行うべき、４０歳未満は子育ての負担がありむしろ支援が必要など、さまざまありま

した。検討事項が実施されれば、利用者の重症化、給付の増大、家族負担が増し、介護離

職も危惧されます。

また、前回制度改定後に過去最高の事業所倒産があり、さらなる報酬の引下げやサービ

ス抑制は介護人材不足に拍車をかけることが予想されます。

よって、国においては、住みなれた地域で高齢者が暮らし、介護従事者が働き続けられ

るような制度の見直しとなるよう、次の事項について強く要望します。

一つ、検討中である軽度者に対する各種サービスなど、地域支援事業への移行、利用者

負担、被保険者の範囲については、前回の制度改正後の施行状況などを十分に検証すると

ともに、低所得者への負担軽減策にも配慮し、公平性が確保され、必要なサービスを適切

に受けることができる制度を維持する観点で行うこと。

二つ、介護人材の安定的な確保を図るため、介護従事者全体のさらなる処遇改善を図る

こと。また、その際には、利用者の負担増を招かないよう、国において財政措置を講ずる
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こと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２８年１２月９日、北海道遠軽町議会。

意見書の提出先は、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、厚

生労働大臣、社会保障・税一体改革担当大臣です。

議員各位の御賛同をよろしくお願い申し上げ、説明を終わります。

以上です。

杉本議員が出席しました。○議長（前田篤秀君）

これより、提出者に対する質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

これをもって、質疑を終わります。

これより、意見案第１号現行の介護保険サービスの継続と介護従事者の処遇改善を求め

る意見書を採決いたします。

本案は、討論を省略して、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

異議なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

したがって、本案は、原案のとおり可決されました。

直ちに、意見書を国会及び関係行政庁に送付します。

────────────────────────────────────

◎日程第２５ 意見案第２号

日程第２５ 意見案第２号国による子ども医療費無料制度の創設○議長（前田篤秀君）

を求める意見書を議題とします。

提出者の説明を求めます。

秋元議員。

－登壇－○１４番（秋元直樹君）

国による子ども医療費無料制度の創設を求める意見書について、概要を一部読み上げて

提案いたします。

我が国の平成２７年の合計特殊出生率は１.４６で、人口維持に必要な率２.０８への回

復は困難な状況です。また、平成２７年４月１日現在の子どもの数は３５年連続の減少

で、人口に占める子どもの割合は４２年連続の低下となる１２.６％で、世界最低水準値

です。少子化の進行は、社会経済や社会保障のあり方にも重大な影響を及ぼすことが懸念

されます。

こうしたことから、子育て世帯の経済的負担を軽減する措置が重要施策となっており、

全ての都道府県及び市区町村において、乳幼児・児童医療費助成制度が実施されています

が、制度内容の格差が拡大している状況です。
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児童期までの年代は病気にかかりやすく、また、さまざまな病気もあり、病気の早期発

見と早期治療、治療の継続を確保する上で医療費助成制度は極めて重要な役割を担ってい

る。さらに、永久歯が完成する中学校時期までの口腔管理のためにも、その役割は大きく

なっており、地方制度の安定化が必要であり、国による支援が不可欠です。

よって、政府は中学卒業までを目指し、当面、就学前まで国による子ども医療費無料制

度を早期に創設するよう強く要望します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２８年１２月９日、北海道遠軽町議会。

意見書の提出先は、内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、厚生労働大臣です。

議員各位の御賛同をよろしくお願い申し上げ、説明を終わります。

以上です。

これより、提出者に対する質疑を行います。○議長（前田篤秀君）

（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

これをもって、質疑を終わります。

これより、意見案第２号国による子ども医療費無料制度の創設を求める意見書を採決い

たします。

本案は、討論を省略して、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

異議なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

したがって、本案は、原案のとおり可決されました。

直ちに、意見書を関係行政庁に送付します。

────────────────────────────────────

◎日程第２６ 意見案第３号

日程第２６ 意見案第３号国民健康保険療養費国庫負担金の調整○議長（前田篤秀君）

（減額）廃止を求める意見書を議題とします。

提出者の説明を求めます。

阿部議員。

－登壇－○１０番（阿部君枝君）

国民健康保険療養費国庫負担金の調整（減額）廃止を求める意見書について、概要を一

部読み上げて提案いたします。

子育て中の若年世帯への直接的な経済援助、育児への心理的支援として、子ども医療費

助成制度が都道府県及び市町村において実施されており、その支給は現物給付方式とする

ことが求められております。窓口で一旦支払った後に支給される医療費助成はおよそ２か

月後であり、受診抑制を招いています。現物給付方式は、窓口での支払が不要であること

から、受診抑制を来さないことを記し、その創設が求められております。
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ところが、現物給付方式への変更を妨げている要因に、国民健康保険に対する国庫負担

金の調整の規定があります。この規定により、各種の医療費助成制度の現物給付方式を採

用する地方公共団体は、国保国庫負担金の減額を余儀なくされ、政府が推進する少子化対

策に矛盾しています。

よって、政府は、子ども医療費助成制度に係る国保国庫負担金の調整（減額）を廃止す

るよう強く要望します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２８年１２月９日、北海道遠軽町議会。

意見書の提出先は、内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、厚生労働大臣です。

議員各位の御賛同、よろしくお願い申し上げます。

以上でございます。

これより、提出者に対する質疑を行います。○議長（前田篤秀君）

（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

これをもって、質疑を終わります。

これより、意見案第３号国民健康保険療養費国庫負担金の調整（減額）廃止を求める意

見書を採決いたします。

本案は、討論を省略して、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

異議なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

したがって、本案は、原案のとおり可決されました。

直ちに、意見書を関係行政庁に送付します。

────────────────────────────────────

◎日程第２７ 意見案第４号

日程第２７ 意見案第４号「高額療養費」「後期高齢者の窓口負○議長（前田篤秀君）

担」の見直しにあたり、現行制度の継続を求める意見書を議題とします。

提出者の説明を求めます。

岩上議員。

－登壇－○２番（岩上孝義君）

「高額療養費」「後期高齢者の窓口負担」の見直しにあたり、現行制度の継続を求める

意見書について、概要を一部読み上げて提案いたします。

全国保険医団体連合会の調査では、４１％の会員医療機関が経済的な理由による患者の

治療中断を経験しています。さらに、２０１５年受診実態調査では、４３％が医療費負担

を理由に治療や検査を断られたとの回答があり、経済的な理由で必要な受診ができない方

が増えております。

現在、社会保障制度審議会で高額療養費、後期高齢者の窓口負担の見直しについて、検
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討を行っており、高額療養費について７０歳以上の自己負担の月額上限の引き上げ、後期

高齢者の医療費窓口負担を２割に引き上げるなど、患者負担増が提案されております。

２０１５年受診実態調査では、回答した医療機関の７３％が後期高齢者の患者窓口負担

の原則２割引き上げは受診抑制につながると回答しております。

さらなる負担増は、治療が長期にわたる高齢者の生活を圧迫し、必要な医療が受けられ

ない事態が深刻化します。

よって、患者負担増で受診抑制が起きないように、現行の高額療養費制度、後期高齢者

の窓口負担の継続を求めます。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２８年１２月９日、北海道遠軽町議会。

意見書の提出先は、内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、厚生労働大臣です。

議員各位の御賛同をよろしくお願い申し上げ、説明を終わります。

以上です。

これより、提出者に対する質疑を行います。○議長（前田篤秀君）

（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

これをもって、質疑を終わります。

これより、意見案第４号「高額療養費」「後期高齢者の窓口負担」の見直しにあたり、

現行制度の継続を求める意見書を採決いたします。

本案は、討論を省略して、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

異議なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

したがって、本案は、原案のとおり可決されました。

直ちに、意見書を関係行政庁に送付します。

────────────────────────────────────

◎日程第２８ 意見案第５号

日程第２８ 意見案第５号地方議会議員の厚生年金制度への加入○議長（前田篤秀君）

を求める意見書を議題とします。

提出者の説明を求めます。

今村議員。

－登壇－○１番（今村則康君）

地方議会議員の厚生年金制度への加入を求める意見書について、概要を一部読み上げて

提案いたします。

地方分権時代を迎えた今日、地方公共団体の自由度が拡大し、自主性等が求められる

中、住民の代表機関である地方議会の役割と責任が重くなっています。また、地方議会議

員の活動も幅広い分野に及ぶとともに、より積極的な活動が求められています。
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しかし、昨年の統一地方選挙では、議員への立候補者が減少して無投票当選となる傾向

が増しており、住民の関心低下や地方議会議員のなり手不足が問題になっています。

こうした中、地方議会議員の年金制度を時代に相応したものにすることが議員を志す新

たな人材確保の一端につながっていくと考えます。

よって、地方議会における人材確保、議会の活性化、引いては国民の幅広い政治参加や

意識向上の観点から、地方議会議員の厚生年金制度加入のための法整備を早急に実現する

よう強く要望します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２８年１２月９日、北海道遠軽町議会。

意見書の提出先は、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、厚

生労働大臣、内閣官房長官です。

議員各位の御賛同をよろしくお願い申し上げ、説明を終わります。

以上です。

これより、提出者に対する質疑を行います。○議長（前田篤秀君）

（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

これをもって、質疑を終わります。

これより、意見案第５号地方議会議員の厚生年金制度への加入を求める意見書を採決い

たします。

本案は、討論を省略して、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

異議なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

したがって、本案は、原案のとおり可決されました。

直ちに、意見書を国会及び関係行政庁に送付します。

────────────────────────────────────

◎日程第２９ 意見案第６号

日程第２９ 意見案第６号大雨災害に関する意見書を議題としま○議長（前田篤秀君）

す。

提出者の説明を求めます。

黒坂議員。

－登壇－○７番（黒坂貴行君）

大雨災害に関する意見書について、概要を一部読み上げて提案いたします。

北海道では、本年８月、台風７、１１と９号、さらに１０号の影響による集中豪雨に伴

う河川の氾濫などにより、住宅や農地への浸水被害、道路・鉄道の決壊、土砂災害等が発

生したところです。また、定置網、養殖施設等の被害などの水産被害もあり、全道各地で

被害が発生し、暮らしや経済活動に影響が生じています。



－ 10 －

《平成２８年１２月９日》

こうしたことから、住民が安心してもとの生活を取り戻すことができるよう、災害対策

と今後の防災対策が必要とされています。

ついては、このたびの災害からの迅速な復旧と今後の防災対策に向け、次の事項につい

て特段の配慮を強く要望いたします。

１、自治体の応急対応や復旧、復興に要する経費について、特別交付税による財政支援

や災害復旧事業債の資金確保など、十分な地方財政措置を講ずること。

２、被災した道路・河川・鉄道等の公共土木施設、水道施設、農地・治山・林道・漁港

等の農林水産業施設、社会福祉施設、医療機関、学校等文教施設及び文化財等の災害復旧

に対して支援を行うこと。

３、復旧だけにとどまらず、水害に強い河川の改修への財政措置を講ずること。また、

一級河川のみならず、北海道管理河川においても、浸水被害解消のため、抜本的な河川改

修が可能となるよう特段の財政措置を講ずること。

４、住宅被害を受けた被災者が、もとの生活を取り戻すための必要な各種支援制度につ

いて、十分な財政措置を講ずるとともに、迅速かつ柔軟な運用を行うこと。

５、農林水産業への被害について、農林漁家の経営意欲を後退させないよう災害に強い

農山漁村づくりへの措置を講ずること。

６、大量の流木等が農地の復旧や漁業の操業等の支障とならないよう、流木等の災害廃

棄物の迅速な回収、または処理に必要な経費に対し特段の財政措置を講ずること。

７、被災中小企業に対し、資金繰り支援を行うこと。

８、異常気象等を起因とする災害発生状況を踏まえ、より強靱な道路・河川を初めとす

る公共施設の整備を推進するため、老朽化施設の補修・更新及び施設の日ごろの維持管理

に対して特段の財政措置を講ずること。

以上、地方自治法第９９条の規定によりまして意見書を提出いたします。

平成２８年１２月９日、北海道遠軽町議会。

意見書の提出先は、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、文

部科学大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、環境大臣、内

閣官房長官、内閣府特命担当大臣（防災）です。

議員の皆様の賛同をよろしくお願いいたします。

これより、提出者に対する質疑を行います。○議長（前田篤秀君）

（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

これをもって、質疑を終わります。

これより、意見案第６号大雨災害に関する意見書を採決いたします。

本案は、討論を省略して、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

異議なしと認めます。○議長（前田篤秀君）
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したがって、本案は、原案のとおり可決されました。

直ちに、意見書を国会及び関係行政庁に送付します。

────────────────────────────────────

◎日程第３０ 意見案第７号

日程第３０ 意見案第７号ＪＲ北海道への経営支援を求める意見○議長（前田篤秀君）

書を議題といたします。

提出者の説明を求めます。

竹中議員。

－登壇－○１３番（竹中裕志君）

ＪＲ北海道への経営支援を求める意見書について、概要を一部読み上げて提案いたしま

す。

１１月１８日、ＪＲ北海道は、現在の営業路線のおよそ半分となる１０路線１３線区を

単独では維持が困難であると発表しました。この路線のいずれかが廃止となれば、その地

域の過疎化が進み、地域の経済や住民の暮らしを破壊することになり、公共交通機関とし

ての役割を放棄するものであると言わざるを得ません。

ＪＲ北海道は、発足当初から国の経営安定化基金により経営を維持しておりますが、積

雪寒冷地という気象条件も重なり、設備の維持管理には多額の費用が必要であり、また、

北海道は広大であり、さらに地域は急激に人口減少と高齢化が進み、過疎に拍車がかかっ

ております。

よって、国においては、ＪＲ北海道に対し、地域住民の日常生活に重要な移動手段や観

光立国として、公共交通機関である鉄道としての役割を十分に発揮でき、経営の自立がで

きるよう財政支援等を図ることを強く要望します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。

平成２８年１２月９日、北海道遠軽町議会。

意見書の提出先は、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、国土交通大臣

です。

議員各位の御賛同をよろしくお願い申し上げ、説明を終わります。

以上です。

これより、提出者に対する質疑を行います。○議長（前田篤秀君）

（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

これをもって、質疑を終わります。

これより、意見案第７号ＪＲ北海道への経営支援を求める意見書を採決します。

本案は、討論を省略して、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

異議なしと認めます。○議長（前田篤秀君）
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したがって、本案は、原案のとおり可決されました。

直ちに、意見書を国会及び関係行政庁に送付します。

────────────────────────────────────

◎日程第３１ 意見案第８号

日程第３１ 意見案第８号「全国規模の総合的なアイヌ政策の根○議長（前田篤秀君）

拠となる新たな法律」の早期制定を求める意見書を議題といたします。

提出者の説明を求めます。

竹中議員。

－登壇－○１３番（竹中裕志君）

「全国規模の総合的なアイヌ政策の根拠となる新たな法律」の早期制定を求める意見書

について、概要を一部読み上げて提案いたします。

アイヌの人たちは、特に明治以降、政府が進めた政策によってアイヌ語や生活習慣を事

実上禁止され、伝統的生活を支えてきた生産手段も失うなど、文化等が大な打撃を受け差

別されるなど、困窮を余儀なくされてきたという歴史があります。

平成２０年の衆参両院における、アイヌ民族を先住民族とすることを求める決議の全会

一致での可決を受け、政府は有識者懇談会を設置し、その意見を踏まえ政策を推進し、取

り組んできたところです。

そして、アイヌ民族としての名誉と尊厳を保持し、これを次世代へ継承していくことは

活力ある社会を形成する共生社会の実現に資するものであり、さらに施策を具体化する必

要があります。

こうしたことから、これまでの歴史的経緯や今後のアイヌ政策を確実に推進していく上

においては、国が主体となった総合的な政策を全国を対象に推進していく根拠となる法律

の検討を進め、早期に制定するよう強く要望します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２８年１２月９日、北海道遠軽町議会。

意見書の提出先は、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、法務大臣、外

務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣で

す。

議員各位の御賛同をよろしくお願い申し上げ、説明を終わります。

以上です。

これより、提出者に対する質疑を行います。○議長（前田篤秀君）

（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

これをもって、質疑を終わります。

これより、意見案第８号「全国規模の総合的なアイヌ政策の根拠となる新たな法律」の

早期制定を求める意見書を採決いたします。
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本案は、討論を省略して、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

異議なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

したがって、本案は、原案のとおり可決されました。

直ちに、意見書を国会及び関係行政庁に送付します。

────────────────────────────────────

◎日程第３２ 意見案第９号

日程第３２ 意見案第９号地方一般財源総額の確保等の緊急的な○議長（前田篤秀君）

対応を求める意見書を議題とします。

提出者の説明を求めます。

阿部議員。

－登壇－○１０番（阿部君枝君）

地方一般財源総額の確保等の緊急的な対応を求める意見書について、概要を一部読み上

げて提案いたします。

国は、社会保障の充実・安定化のための財源の確保及び財政健全化を目指し、社会保障

と税の一体改革を進めてきましたが、医療や介護などを支える消費税率の引き上げは、平

成３１年１０月まで再延期されることとなりました。

高齢化、少子化対策、地域経済の活性化は待ったなしの状況にあり、これらの施策を支

える財源を確保するための日本経済の底上げも正念場を迎え、将来にわたって活気ある地

域づくりを本格的に推進すべきときにあります。

このような中、財政制度等審議会から、地方交付税を削減すべきとの建議が提出されて

おり、社会保障と地域経済を構築するためには、安定的に行政サービスを提供できる財政

基盤の確立が重要であり、地方交付税を初めとする地方一般財源総額の確保が必要不可欠

です。

よって、国においては、次の事項について適切な措置を講ずるよう強く要望します。

一つ目、社会保障施策、学校教育や消防の運営、道路や河川等の社会基盤の維持・整備

など、必要な行政サービスを実施するため、地方交付税総額、地方一般財源総額を確保す

ること。

二つ目は、保育の受け皿整備など社会保障施策の充実に支障がないよう、地方に負担を

転嫁することなく、国の責任において安定財源を確保すること。

三つ目は、人材確保が課題となっている保育士、介護職員などの処遇改善など一億総活

躍プラン関連施策の実施についても、国の責任において、地方負担分も含め財源を確保す

ること。

四つ目、人口減少社会へ対応する地方自治体をサポートし、自主性、主体性を発揮でき

るよう、まち・ひと・しごと創生事業費を拡充・継続し、地方創生推進交付金について

も、安定的かつ継続的にその総額を確保すること。
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以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。

平成２８年１２月９日、北海道遠軽町議会。

意見書の提出先は、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、厚

生労働大臣、内閣官房長官、内閣府特命担当大臣、地方創生担当大臣です。

議員各位の御賛同をよろしくお願い申し上げ、説明を終わります。

以上でございます。

これより、提出者に対する質疑を行います。○議長（前田篤秀君）

（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

これをもって、質疑を終わります。

これより、意見案第９号地方一般財源総額の確保等の緊急的な対応を求める意見書を採

決いたします。

本案は、討論を省略して、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

異議なしと認めます。○議長（前田篤秀君）

したがって、本案は、原案のとおり可決されました。

直ちに、意見書を国会及び関係行政庁に送付します。

────────────────────────────────────

◎閉会宣告

以上をもって、本定例会の会議に付された事件は全部終了しまし○議長（前田篤秀君）

た。会議を閉じます。

以上で、平成２８年第９回遠軽町議会定例会を閉会します。

午前１０時３８分 閉会




